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【資料１】

航空機騒音に係る環境基準について（抜粋）

（昭和４８年１２月２７日 環告１５４号）

改正 平成 ５年１０月２８日 環告９１

平成１２年１２月１４日 環告７８

公害対策基本法（昭和４２年法律第１３２号）第９条の規定に基づく騒音に
、 。係る環境上の条件のうち 航空機騒音に係る基準について次のとおり告示する

環境基本法（平成５年法律第９１号）第１６条第１項の規定に基づく騒音に
係る環境上の条件につき、生活環境を保全し、人の健康の保護に資するうえで
維持することが望ましい航空機騒音に係る基準（以下「環境基準」という ）。
及びその達成期間は、次のとおりとする。

第１ 環境基準
、 、１ 環境基準は 地域の類型ごとに次表の基準値の欄に掲げるとおりとし

各類型をあてはめる地域は、都道府県知事が指定する。

（注）Ⅰをあてはめる地域は専ら住居の用に供される地域とし、Ⅱをあてはめる

地域はⅠ以外の地域であって通常の生活を保全する必要がある地域とする。

２ １の環境基準の基準値は、次の方法により測定・評価した場合における
値とする。

（１）測定は、原則として連続７日間行い、暗騒音より デシベル以上10

大きい航空機騒音のピークレベル（計量単位 デシベル）及び航空機の
機数を記録するものとする。

（２）測定は、屋外で行うものとし、その測定点としては、当該地域の航空
機騒音を代表すると認められる地点を選定するものとする。

地域の類型 　基準値（単位　ＷＥＣＰＮＬ）

　　Ⅰ 　　　　　７０以下

　　Ⅱ 　　　　　７５以下
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（３）測定時期としては、航空機の飛行状況及び風向等の気象条件を考慮し
て、測定点における航空機騒音を代表すると認められる時期を選定する
ものとする。

（４）評価は （１）のピークレベル及び機数から次の算式により１日ごと、
の値（単位 ＷＥＣＰＮＬ ）を算出し、そのすべての値をパワー平均※

して行うものとする。

算式

dB A 10log N 27( ) ＋ －10

（注） ( )とは、１日のすべてのピークレベルをパワー平均したものをいい、dB A

Ｎとは、午前０時から午前７時までの間の航空機の機数をＮ 、午前７時か１

ら午後７時までの間の航空機の機数をＮ 、午後７時から午後１０時までの２

３ ４航空機の機数をＮ 、午後１０時から午後１２時までの航空機の機数をＮ

とした場合における次により算出した値をいう。

Ｎ ＝ Ｎ ＋ ３Ｎ ＋ １０（Ｎ ＋ Ｎ ）２ ３ １ ４

（５）測定は、計量法（平成４年法律第５１号）第７１条の条件に合格した
騒音計を用いて行うものとする。この場合において、周波数補正回路は
Ａ特性を、動特性は遅い動特性（ＳＬＯＷ）を用いることとする。

３ １の環境基準は、１日当たりの離着陸回数が１０回以下の飛行場及び離
島にある飛行場の周辺地域には適用しないものとする。

※ＷＥＣＰＮＬ
の略で、日本語ではWeighted Equivalent Continuous Perceived Noise Level

加重等価持続感覚騒音レベルや加重等価連続知覚騒音レベルなどと訳され
る。一般に「うるささ指数」や「Ｗ値」と呼ばれ、値が大きくなるほど、
うるささの程度が増す。昼と夜とでは音の感じ方が異なるため、音の大き
さに時間帯別での騒音発生回数を加味して評価している。


